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　株主の皆さまへ

株主の皆さまにおかれましては、平素より格別のご高

配を賜り厚く御礼申しあげます。

本年４月の熊本地震で被災されました皆さまに、心より

お見舞い申しあげますとともに、一日も早い復旧、復興

をお祈り申しあげます。

さて、ここに当社第35期上半期の事業の概況と中間決

算についてご報告申しあげます。

平成28年5月

株式会社技研製作所
代表取締役社長　北 村 精 男
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当中間連結会計期間における当社グループを取り巻く
環境は、引き続き、東日本大震災からの復旧・復興工事
や、国土強靭化施策に基づく海岸・河川堤防をはじめと
する社会インフラの事前防災、長寿命化対策など、防災
に関する公共事業が高水準で推移しております。

当社グループでは、「インプラント工法で世界の建設
を変える」 を経営方針に、 ①インプラント工法のパッ
ケージ化によるグローバル展開、②開発に特化した企業
体制の更なる強化、③高知を世界の圧入のメッカにする、
を重点三項目とする「中期経営計画」（平成28年８月期
～平成30年８月期）を昨年10月に発表し、これらを必達
すべく事業のさらなる発展に向け活動しております。

建設機械事業におきましては、圧入工法の採用が拡大
し圧入施工業者の裾野が広がるなか、汎用機「サイレン
トパイラーF101」 を中心に、 先進科学を駆使した施工
管理技術と機械保全システムを盛り込み開発した「サイ
レントパイラーFシリーズ」の販売が好調に推移してお
ります。

圧入工事事業におきましては、東日本大震災の復旧・
復興工事として大船渡市や釜石市など岩手県の沿岸地域
をはじめ、南海トラフ地震に備える高知市の沿岸部など
で「インプラント堤防」の整備が延伸しました。また、
これまで普及を進めてきました機能的かつ経済性に優れ
た壁体構造物を構築する「コンビジャイロ工法」が宮城
県塩釜市で採用され、東京都や埼玉県でも採用が拡大す
るなど、当社が推進するインプラント工法の需要は着実
に増加し成果に結びついております。地下開発製品では、
昨年12月に京都府の京都市役所前広場で耐震地下駐輪場
「エコサイクル」２基の運用が始まり、さらに、本年２
月には東京都港区新橋にある桜田公園内にも２基が完成
し、４月から運用が開始されます。周囲の景観に調和し

　事業の概況
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たエコサイクルは、都市部において自転車利用を促進さ
せる利便性の高いサイクルポートとして、これからの街
づくりに大きく寄与するものと確信しております。

このような状況のもと、当中間連結会計期間における、
売上高は11,506百万円（前年同期比28.0％増）となりまし
た。利益面におきましては、営業利益2,600百万円（同
58.8％増）、経常利益2,593百万円（同54.0％増）、親会社
株主に帰属する中間純利益1,849百万円（同57.6％増）と
なりました。

　当社は株主の皆さまに対する安定的な利益配分を最重
要項目と位置付けており、収益に応じた適正な利益配分
と、長期的な事業展開に備えた財務体質強化のため、内
部留保の充実を基本方針としております。
　当期の配当につきましては、株主の皆さまへの利益配
分を従来以上に高めるべく、中間配当を14円から３円増
配の17円、期末配当は17円とし、１株当たり年間配当額
34円を予定しております。
　今後とも役職員一丸となり、一層の業績向上に努力を
いたしますので、旧に倍するご支援ご鞭撻を賜りますよ
う、お願い申しあげます。
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　業績の推移
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中間連結貸借対照表（平成28年2月29日現在）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）
科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額
〔資産の部〕 〔負債の部〕

流  動  資  産 18,627,416 流  動  負  債 11,964,876

現金及び預金 5,824,420 支払手形及び買掛金 7,079,382
受取手形及び売掛金 7,536,771 短 期 借 入 金 246,432
製 品 503,159 未払法人税等 793,923
仕 掛 品 1,833,956 賞 与 引 当 金 262,201
未成工事支出金 32,307 その他の引当金 10,496
原材料及び貯蔵品 1,673,321 そ の 他 3,572,441
繰延税金資産 912,108 固  定  負  債 2,363,891

そ の 他 332,265 長 期 借 入 金 855,096
貸 倒 引 当 金 △20,893 製品機能維持引当金 643,091

退職給付に係る負債 2,020
固  定  資  産 20,229,520 そ の 他 863,683
有形固定資産 17,136,269 負 債 合 計 14,328,768

建物及び構築物 1,114,230 〔純資産の部〕

機械装置及び運搬具 3,080,169 株  主  資  本 24,342,563

土 地 5,647,659 資 本 金 5,844,318
建 設 仮 勘 定 7,157,288 資 本 剰 余 金 7,004,636
そ の 他 136,920 利 益 剰 余 金 11,796,367
無形固定資産 58,915 自 己 株 式 △302,759
投資その他の資産 3,034,335 その他の包括利益累計額 △82,580

投資有価証券 637,580 その他有価証券評価差額金 △30,361
繰延税金資産 468,097 為替換算調整勘定 △52,219
そ の 他 1,928,658 新株予約権 268,184

貸 倒 引 当 金 △0 純資産合計 24,528,167

資 産 合 計 38,856,936 負債純資産合計 38,856,936
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中間連結損益計算書（自平成27年9月1日至平成28年2月29日）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）
科　　　　　目 金　　　　　額

売 上 高 11,506,057

売 上 原 価 6,704,101

売 上 総 利 益 4,801,956

販売費及び一般管理費 2,201,253

営 業 利 益 2,600,702

営 業 外 収 益

受 取 利 息 9,549
受 取 配 当 金 1,172
不 動 産 賃 貸 料 16,802
そ の 他 8,772 36,297

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,518
不 動 産 賃 貸 費 用 5,984
為 替 差 損 28,554
そ の 他 4,406 43,464

経 常 利 益 2,593,535

特 別 損 失

固 定 資 産 廃 棄 損 2,268 2,268

税金等調整前中間純利益 2,591,266

法 人 税 等 741,455

中 間 純 利 益 1,849,811

親会社株主に帰属する中間純利益 1,849,811
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中間連結株主資本等変動計算書（自平成27年9月1日至平成28年2月29日）

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

株　主　資　本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,844,318 7,004,636 10,365,728 △302,754 22,911,928

当中間期変動額

剰余金の配当 △419,171 △419,171
親会社株主
に帰属する
中間純利益

1,849,811 1,849,811

自己株式の取得 △5 △5
株主資本以外の 
項目の当中間期 
変動額（純額）

当中間期変動額合計 ― ― 1,430,639 △5 1,430,634

当中間期末残高 5,844,318 7,004,636 11,796,367 △302,759 24,342,563

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益 
累計額合計

当期首残高 6,709 △361 6,348 187,915 23,106,193

当中間期変動額

剰余金の配当 △419,171
親会社株主
に帰属する
中間純利益

1,849,811

自己株式の取得 △5
株主資本以外の 
項目の当中間期 
変動額（純額）

△37,071 △51,857 △88,929 80,268 △8,660

当中間期変動額合計 △37,071 △51,857 △88,929 80,268 1,421,974

当中間期末残高 △30,361 △52,219 △82,580 268,184 24,528,167
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中間貸借対照表（平成28年2月29日現在）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）
科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額
〔資産の部〕 〔負債の部〕
流  動  資  産 15,989,925 流  動  負  債 11,676,369

現金及び預金 3,812,192 支 払 手 形 4,809,180
受 取 手 形 2,879,266 買 掛 金 1,173,937
売 掛 金 3,820,070 １年内返済予定の長期借入金 815,372
製 品 142,587 未 払 金 379,257
仕 掛 品 1,833,956 未 払 費 用 263,824
原材料及び貯蔵品 1,413,781 未払法人税等 584,826
前 払 費 用 250,256 前 受 金 3,142,624
繰延税金資産 992,252 前 受 収 益 85,250
未 収 入 金 145,266 預 り 金 29,056
関係会社短期貸付金 700,000 賞 与 引 当 金 192,877
そ の 他 4,068 そ の 他 200,162
貸 倒 引 当 金 △3,772 固  定  負  債 2,341,811

長 期 借 入 金 855,096
固  定  資  産 20,973,584 長 期 未 払 金 673,690
有形固定資産 16,654,083 退職給付引当金 1,156
建 物 709,455 製品機能維持引当金 655,466
構 築 物 306,274 長期前受収益 139,250
機械及び装置 2,776,927 そ の 他 17,151
工具器具備品 103,972
土 地 5,585,574 負 債 合 計 14,018,180
建 設 仮 勘 定 7,146,828 〔純資産の部〕
そ の 他 25,050 株  主  資  本 22,707,505
無形固定資産 57,352 資 本 金 5,844,318
ソフトウェア 55,843 資 本 剰 余 金 7,004,636
そ の 他 1,508 資本準備金 7,004,596
投資その他の資産 4,262,147 その他資本剰余金 40
投資有価証券 570,349 利 益 剰 余 金 10,161,309
関係会社株式 1,296,638 利益準備金 265,767
出 資 金 28,110 その他利益剰余金 9,895,542
長期前払費用 1,114,228 買換資産圧縮積立金 43,560
投 資 不 動 産 342,759 別途積立金 6,300,000
繰延税金資産 215,090 繰越利益剰余金 3,551,981
役員保険積立金 647,663 自 己 株 式 △302,759
そ の 他 47,308 評価・換算差額等 △30,361
貸 倒 引 当 金 △0 その他有価証券評価差額金 △30,361

新株予約権 268,184
純 資 産合計 22,945,329

資 産 合 計 36,963,509 負債純資産合計 36,963,509
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（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）

中間損益計算書（自平成27年9月1日至平成28年2月29日）

科　　　　　目 金　　　　　額
売 上 高 8,690,971
売 上 原 価 4,782,499
売 上 総 利 益 3,908,471
販売費及び一般管理費 1,974,381
営 業 利 益 1,934,090
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,508
受 取 配 当 金 185,172
不 動 産 賃 貸 料 20,595
業 務 受 託 料 19,864
そ の 他 6,241 233,381

営 業 外 費 用
支 払 利 息 9,690
為 替 差 損 51,434
そ の 他 4,365 65,490
経 常 利 益 2,101,982
特 別 損 失

固 定 資 産 廃 棄 損 2,250 2,250
税引前中間純利益 2,099,731

法 人 税 等 554,529
中 間 純 利 益 1,545,202
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中間株主資本等変動計算書（自平成27年9月1日至平成28年2月29日）

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

株　主　資　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金
利　益
剰余金
合　計

買換資
産圧縮
積立金

別　途
積立金

繰　越
利　益
剰余金

当期首残高 5,844,318 7,004,596 40 7,004,636 265,767 43,560 6,300,000 2,425,950 9,035,278

当中間期変動額

剰余金の配当 △419,171 △419,171

中 間 純 利 益 1,545,202 1,545,202

自己株式の取得

株主資本以外の 
項目の当中間期 
変動額（純額）

当中間期変動額合計 ― ― ― ― ― ― ― 1,126,031 1,126,031

当中間期末残高 5,844,318 7,004,596 40 7,004,636 265,767 43,560 6,300,000 3,551,981 10,161,309

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △302,754 21,581,479 6,709 6,709 187,915 21,776,105

当中間期変動額

剰余金の配当 △419,171 △419,171

中 間 純 利 益 1,545,202 1,545,202

自己株式の取得 △5 △5 △5

株主資本以外の 
項目の当中間期 
変動額（純額）

△37,071 △37,071 80,268 43,197

当中間期変動額合計 △5 1,126,025 △37,071 △37,071 80,268 1,169,223

当中間期末残高 △302,759 22,707,505 △30,361 △30,361 268,184 22,945,329
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　株式の状況（平成28年2月29日現在）

（注） １. 持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
 ２. 当社は、自己株式を692,384株保有しておりますが、上記大株主からは 
  除外しております。
 ３. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
 ４. 持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
 ５. 株式会社四国銀行は、所有株式を合算して表示しております。

●発行可能株式総数  普通株式　49,800,000株
●発行済株式の総数  普通株式　25,349,528株
●株 主 数  4,851名
●大 株 主

株　　主　　名 持株数 持株比率

有 限 会 社 北 村 興 産
千株

6,001
％

24.33
北 村 精 男 2,391 9.70
日本トラスティ・サービス信託銀行 
株式会社（信託口） 1,447 5.87
株 式 会 社 四 国 銀 行 810 3.28
技研製作所従業員持株会 771 3.13
株 式 会 社 高 知 銀 行 693 2.81
北 村 博 美 649 2.63
北 　 村 　 知 佐 子 648 2.62
北 　 村 　 精 　 章 646 2.61
技 研 共 栄 会 556 2.25

●所有者別株主分布状況

金融機関 0.43％

外国法人 1.48％
その他 0.02％

個人 95.53％

一般法人 2.53％

●所有株数別株主分布状況

1万株未満 96.66％

100万株以上 0.06％
50万株以上～100万株未満 0.17％

1万株以上～10万株未満 2.72％

10万株以上～50万株未満 0.39％
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　会社の概要（平成28年2月29日現在）

社　　　　　名　株式会社　技研製作所
本 店 所 在 地　高知市布師田3948番地１
設　立　年　月　昭和53年１月（創業昭和42年１月）
事 業 内 容 ◦無公害工法・産業機械の研究開発お

よび製造販売ならびにレンタル事業
◦土木建築その他建設工事全般に関す

る業務ならびにコンサルタント業務
 ◦土木施工技術・工法の研究開発
 ◦上記に関する海外事業
資　　本　　金 5, 844, 318, 840円
従　業　員　数 323名

代表取締役社長 北 村 精 男

専 務 取 締 役 南 　 哲 夫

専 務 取 締 役 森 　 部 　 慎 之 助

取 　 締 　 役 大 平 　 厚

取 　 締 　 役 田 内 宏 明

取 　 締 　 役 吉 良 正 人

常 勤 監 査 役 森 　 國 雄

監　　査　　役 松 村 勝 喜

監　　査　　役 宮 㟢 利 博

　役　　　員（平成28年2月29日現在）
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　事　業　所（平成28年2月29日現在）

高　知　本　社 高知県高知市布師田3948番地1
東　京　本　社 東京都江東区有明1丁目3番28号
国土防災技術本部 宮城県仙台市青葉区二日町3番10号
復 興 支 援 室 グラン・シャリオビル4階
関 西 営 業 所 大阪府大阪市西区阿波座2丁目1番1号
 大阪本町西第一ビルディング6階
九 州 営 業 所 福岡県福岡市博多区博多駅前2丁目19番29号
 博多相互ビル6階
高 知 本 社 工 場 高知県高知市布師田3948番地1
高 知 第 二 工 場 高知県高知市布師田3978番地7
有　明　工　場※ 東京都江東区有明1丁目3番28号
東　京　工　場 東京都足立区入谷3丁目15番8号
関　西　工　場 兵庫県丹波市市島町矢代401番地
ロンドン事務所 15 Manchester Mews,
 London W1U 2DX, UK
上 海 事 務 所 中華人民共和国上海市浦東新区
 銀城中路168号 上海銀行大廈21楼
※４月21日より、関東工場へ移転し運用開始しております。
関　東　工　場 千葉県浦安市港75番地1

国内事業所
■本　社
●事業所・営業所
▲工　場

東京工場

関西工場

高 知 本 社
高知本社工場
高知第二工場

東京本社
有明工場
（関東工場）関西営業所

九州営業所
国土防災技術本部
復 興 支 援 室
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事　業　年　度	 毎年９月１日から翌年８月31日まで
定時株主総会	 毎年11月
基　　準　　日	 定時株主総会　 ８月31日
	 期 末 配 当 金　 ８月31日
	 中 間 配 当 金　 ２月末日
公　告　方　法 電子公告

当社ウェブサイト
 （http://www.giken.com）にて掲載
ただし、事故その他のやむを得ない事
由によって電子公告による公告をする
ことができない場合は、日本経済新聞
に掲載いたします。

単 元 株 式 数 100株
株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関	 三菱UFJ信託銀行株式会社

同　連　絡　先 大阪市中央区伏見町三丁目6番3号（〒541-8502）
 三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
 電話　0120-094-777（通話料無料）

（ご注意）
1. 株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、 

原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承る
こととなっております。口座を開設されている証券会社等にお問
い合わせください。株主名簿管理人（三菱 UFJ 信託銀行）ではお
取り扱いできませんのでご注意ください。

2. 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、
三菱 UFJ 信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記
特別口座の口座管理機関（三菱 UFJ 信託銀行）にお問い合わせく 
ださい。なお、三菱 UFJ 信託銀行全国本支店でもお取り次ぎいた 
します。

3. 未受領の配当金につきましては、三菱 UFJ 信託銀行本支店でお
支払いいたします。

株 主 メ モ




